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有償ストック・オプション（新株予約権）の発行に関するお知らせ

　当社は、本日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基
づき、当社の常勤取締役及びグループ執行役員に対して、下記のとおり、有償ストック・オプ
ション（新株予約権）（以下、「本新株予約権」）を発行することを決議いたしましたので、お知
らせいたします。
　なお、本件は本新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するものであり、
特に有利な条件ではないことから、株主総会の承認を得ることなく実施いたします。また、本新
株予約権は割当対象者に対する報酬としてではなく、割当対象者の投資判断に基づき引き受けが
行われるものであります。さらに、各割当対象者は、それぞれ特別利害関係を有するため、自身
に関する個別の審議について、当該取締役会の審議及び決議に参加しておりません。

記

I. 新株予約権の発行の目的及び理由
中長期的な当社グループの業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及
び士気を向上させることを目的として、当社の常勤取締役及びグループ執行役員に対して新
株予約権を発行するものであります。
当社グループは中長期的には時価総額1,000億円の達成を一つの目標として定めており、その
達成に向けて、2027年５月期においては、既存事業及び新規事業におけるAIに対するリスク
に適切に対処すると共に、AIが成⻑ドライバーとなる経営構造への転換を最優先で推進して
おります。また、当社の事業ポートフォリオのうち、高成長オプション領域においては、中
長期の成長を見込める領域に、戦略的かつ柔軟な資本配分を進めており、高成長オプション
領域における最も重要な戦略投資先であるslice Small Finance Bank Ltd.（以下、「slice
社」）については、2026年３月期において通期での黒字化を達成し、また、預金総額は年次
換算約2.2倍ペースで成長し、AUMについても安定した成長が継続するなど、インドにおけ
るデジタルバンクとしての競争優位性を確立しつつあり、健全なバランスを保ちながら順調
に成長をしております。

当社は、当社グループの中長期の時価総額目標を早期に達成するためには、今後もslice社が
大きく成長し、上場等を通じてその価値が実現すること、ひいては、その価値が当社の企業



価値に適切に反映されることが極めて重要であると考えております。
当社は、潜在株式調整後で12.65%超を保有するslice社の外部筆頭株主であり、当社の経営陣
は、保有方針の決定、slice社の重要な意思決定への関与及びslice社の経営陣との密なコミュ
ニケーションを含むアセットマネジメントを通じて、slice社の企業価値の向上に主体的に関
与しております。加えて、当社の経営陣は、slice社の大きな成長が実現するまでの間、当社
グループの事業基盤を維持・強化し、slice社の価値が当社の株主価値の向上につながるよう
経営を行うという役割を担っております。slice社の企業価値の向上への関与と、その価値の
当社の株主価値への反映は、いずれも当社の経営陣が果たすべき役割そのものであります。
このような背景から、当社は以下の通りslice社の普通株式の時価を権利行使条件として設定
して、slice社が大きく成長した場合にのみ権利行使が可能な本新株予約権を発行することと
いたしました（※１）。

①割当日から４年が経過する日までにslice社の１株あたりの普通株式の時価が8.53インドル
ピー以上（※現状のslice社に係る当社簿価の約6.5倍に相当）となった場合：割り当てられた
本新株予約権の30%
②割当日から７年が経過する日までにslice社の１株あたりの普通株式の時価が14.50インドル
ピー以上（※現状のslice社に係る当社簿価の約11.1倍に相当）となった場合：割り当てられ
た本新株予約権の70%
③割当日から７年が経過する日までにslice社の１株あたりの普通株式の時価が25.60インド
ルピー以上（※現状のslice社に係る当社簿価の約19.5倍に相当）となった場合：割り当てら
れた本新株予約権の100%

本新株予約権の行使は、slice社の大きな成長が実現されていることを前提とすることで、
slice社の更なる成長を通じた当社グループの企業価値の向上を目指すものであります。ま
た、slice社の価値が当社の株価に反映される程度が大きいほど、将来的に割当対象者の得ら
れる経済的利益も大きくなります。したがって、本新株予約権は、slice社の大きな成長を当
社の株主価値の向上に結びつける経営への動機付けとしても強く機能するものと考えており
ます。

本新株予約権の割当対象者は、当社の常勤取締役４名及びグループ執行役員２名の計６名で
あります。当社は、割当対象者の範囲を、slice社への投資および投資後のアセットマネジメ
ントに関する意思決定及び執行に職責上関与する者に限定しており、当社グループの従業員
は対象としておりません。
本新株予約権の権利行使条件は、slice社の普通株式の時価が所定の水準に到達することを内
容とするものであり、その達成には、次の３つの側面からの関与が必要になると考えており
ます。

① slice社に対する投資の実行及び投資先としての継続的な管理
slice社に対する追加出資、資本構成の変更、持分の異動その他の重要な事項は、いずれ
も当社の取締役会における決議事項であります。割当対象者には、これらの意思決定を主
導する者及び投資先としてのモニタリング・資本政策に関する協議を直接担う者が含まれ
ております。

② slice社の成長を支援するための機能の提供



同社の資金調達に関しては、国内金融機関やその他投資家のネットワークを活用した支援
を行っております。また、当社グループの技術部門との将来的な連携についても、検討し
ております。

③ 当社グループの経営基盤の維持
slice社の企業価値の向上が当社の株主価値の向上に結び付くためには、当社グループ全
体の経営が安定的に運営され、当社が同社を継続的に支援しうる状態が維持されることが
前提となります。この点において、当社グループの経営全般及び主要事業を統括する者
も、権利行使条件の達成と無関係ではないと考えております。

とりわけ、上記①につきましては、当社グループにおいてslice社への投資に関する意思決定
を主導し、同社経営陣との関係構築を含め投資先としての関与を継続してきたのが代表取締
役会長であり、当該投資の意思決定を代表取締役会長とともに主導し、投資実行及び投資先
としての継続的な管理（業績のモニタリング、資本政策に関する協議、事業戦略や役員構成
へのアドバイス等）を直接担っているのが最高投資責任者であります。両名は、権利行使条
件の達成に対して最も直接的な職責を負う立場にあります。
一方、その他の割当対象者は、取締役会における意思決定への関与、資金調達面での支援、
技術面での連携の検討、及び当社グループの経営基盤の維持といった形で、いずれも間接的
に関与するものであります。

本新株予約権がすべて行使された場合に増加する当社普通株式の総数は、発行済株式総数の
約15.5%に相当します。しかしながら、上記のとおり本新株予約権は、slice社の大きな成長
が達成されることが権利行使条件となっており、かかる条件が達成されることは当社グルー
プの企業価値、ひいては当社の株主価値の向上に大きく資するものであります。また、本新
株予約権は、割当対象者を上記の範囲に限定した結果として、１名当たりの割当個数は相応
の規模となりますが（※２）、本新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行
するものであり、加えて、slice社の大きな成長が達成されることを権利行使条件としている
こと、経営陣をはじめとする割当対象者が総額約37.9百万円の本新株予約権の払込金額を負
担するリスクを負うことで、slice社の企業価値の向上を前提とした権利行使条件の達成を通
じた当社グループの企業価値の向上、ひいては総合的な株主価値の向上へのコミットメント
を強化することに資すると考えられることから、本新株予約権の発行は、当社の既存株主の
皆様の利益に貢献できるものと認識しており、株式の希薄化への影響は合理的なものである
と考えております。

※１　2026年５月期末現在における当社が保有するslice社に係る有価証券の帳簿価額は36.7
億円であり、これに上記の各倍率を乗じた金額は、それぞれ約239億円、約406億円および約
717億円となります。また、同時点における当社の同社に対する潜在株式調整後の保有比率
（12.65%超）を12.65%として同社の株式価値の総額に換算した場合、それぞれ約1,900億
円、約3,200億円及び約5,700億円となります。なお、slice社に係る有価証券の帳簿価額につ
いては、過去に評価損又は減損損失を計上したことはございません。
本新株予約権の権利行使条件は、slice社の普通株式の１株当たりの株価により定めておりま
す。このため、同社が資金調達等により新株を発行し、その発行済株式数が増加した場合に
は、同一の１株当たりの株価に到達するために必要となる同社の株式価値の総額は、上記の
約1,900億円、約3,200億円及び約5,700億円を上回ることが想定されます。すなわち、同社に



おいて希薄化が生じるほど、本新株予約権の行使に必要となる同社の株式価値の総額は大き
くなります。なお、同社が株式の分割または併合を行う場合には、目標株価を調整いたしま
す。
上記の換算は、権利行使条件の水準についてご理解いただくことを目的とするものであり、
slice社の株式価値または同社の資金調達に関する当社の見通しもしくは目標を示すものでは
ありません。

※２　本新株予約権の主要な割当予定先及び予定個数は以下の通りです。

氏名 ：木村　新司（※３）
役職 ：代表取締役会長兼グループ最高経営責任者
割当予定個数 ：1,224,000個

氏名 ：間庭　裕喜（※３）
役職 ：グループ執行役員 最高投資責任者
割当予定個数 ：1,224,000個

上記の他、常勤取締役３名及びグループ執行役員１名に対して合計714,000個の割当を予
定しています。

※３　代表取締役会長及び最高投資責任者に対する割当規模の理由及び必要性
本新株予約権は、その権利行使条件をslice社の普通株式の時価という単一の指標に紐づけて
設計しております。したがって、本新株予約権が所期の目的を果たすためには、当該指標に
対して最も直接的な職責を負う者が、実質的な規模の経済的リスクを負担することが必要で
あると考えております。両名は権利行使条件の達成に対して最も直接的な職責を負う立場に
あり、この関与の直接性の差が、割当個数の差として反映されております。
また、両名はそれぞれ約14.7百万円を自己の資金により払い込むこととなり、権利行使条件
が達成されない場合には、この払込金額の全額を失うこととなります。上記の割当規模は、
slice社の企業価値の向上及びそれが当社の株主価値に反映されることへのコミットメントを
最も強く求めるべき立場にある者に対し、これに見合う規模の経済的リスクの負担を求めた
結果であります。

Ⅱ. 本新株予約権の発行要項

1.  本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法
当社の普通株式3,162,000株とする。本新株予約権1個当たりの目的となる株式数は1株とす
る。但し、本新株予約権1個当たりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されること
がある。
(1) 本新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、

未行使の本新株予約権についてその1個当たりの目的たる株式数を次の算式に従い調整す
るものとし、調整により生じる1株未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。
「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総
数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の
発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとする。調整後



の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第2項第1号に基づく株式分割の割当基準日
の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるも
のとする。

 
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

(2) 本新株予約権の割当日後、当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う
場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う
場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める本新株予約権1個当たりの目
的たる株式数の調整を行う。

(3) 本項の定めに基づき本新株予約権1個当たりの目的たる株式数の調整が行われる場合に
は、当社は関連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）
に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知
するものとする

 
2.  本新株予約権の総数

 3,162,000個とする。
 
3.  本新株予約権の払込金額及び割当日

本新株予約権1個と引き換えに払い込む金銭の額（以下「払込金額」という。）は、金12円と
する。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティング
が、当社の株価情報等（当社株式の株価（397円）、権利行使価格（457円）、満期までの期間
（７年）、ボラティリティ（47.78％）、配当利回り（4.61％）、リスクフリーレート
（2.435％）、slice Small Finance Bank Ltd.（以下「slice社」という。）の普通株式の株価条件
（第6項第(1)号）等）を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカルロ・
シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものである。
本新株予約権の割当日及び本新株予約権と引換えにする金銭の払込期日は2026年8月29日と
する。

 
4.  本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

本新株予約権1個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権を行使する
ことにより交付を受けることができる株式1株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）
に本新株予約権1個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、本新株予約権の発行に係る当社の取締役会決議日の前取引日である2026年8月
13日における東京証券取引所における当社普通株式の終値に1.15を乗じた金額（1円未満の端
数は切り上げる。）とする。(注)

(注)本新株予約権に係る行使価額は457円とする。

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。

(1) 本新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合に
は、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整
により生じる1円未満の端数は切り上げる。調整後の行使価額の適用時期は、第1項第(1)号



の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。

　 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　1
調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　──────────

　　　　　　　　 　　　  　　　　　　 分割・併合の比率

(2) 本新株予約権の割当日後、当社が、(i)時価を下回る1株当たりの払込金額での普通株式
の発行又は処分（株式無償割当てを含む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生に
よるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下
回る1株当たりの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等（取得請求権付株
式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有者若しくは当社の
請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う証券又
は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行う
ときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調
整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜
在株式等に基づき当社が普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一
定の事由を意味し、「取得価額」とは、普通株式1株を取得するために当該潜在株式等の取
得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金額を意味するものとし、以下同様とする。

なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に
始まる30取引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均
値（終値のない日数を除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、
その小数第2位を切り捨てる。

上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日
の翌日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法
第209条第1項第2号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用さ
れるものとする。

               　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新発行株式数×1株当たり払込金額
               　　　　　　　          既発行株式数　＋ ────────────────
  調整後 　　     調整前　　　　　　　　　　　　　　 　　時価
  行使価額　＝　行使価額　×　──────────────────────────
                  　　　　　　　　　　　　 　既発行株式数　＋　新発行株式数

なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。
①「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行

済普通株式総数（当社が保有するものを除く。）及び発行済の潜在株式等（当社が保有
するものを除く。）の目的たる普通株式数を合計した数を意味するものとする（但し、
当該調整事由による普通株式又は潜在株式の発行又は処分の効力が上記適用日の前日
までに生じる場合、当該発行又は処分される普通株式及び当該発行又は処分される潜
在株式の目的たる普通株式の数は算入しない。）。

② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式
数」は「処分する自己株式の数」と読み替えるものとする。



③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発
行株式数」とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「1株当
たり払込金額」とは、目的となる普通株式1株当たりの取得価額を、それぞれ意味する
ものとする。

(3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した
場合には、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部につ
いて取得原因が発生した場合を除く。

(4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められ
る場合には、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。

(5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は
処分する場合において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基
づく調整は行われないものとする。

(6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞な
く権利者に対して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要
事項を通知するものとする。

 
5.  本新株予約権を行使することができる期間

2026年8月29日から2033年8月28日までとする。
但し、行使期間の最終日が当社の休業日にあたる場合には、その前営業日を最終日とする。

 
6.  本新株予約権の行使の条件

(1) 権利者は、slice社の普通株式の時価が下記に掲げる金額（以下「目標株価」という。）の
いずれかを達成した場合、当該条件を達成した日以降、各権利者に割り当てられた本新株
予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下「行使可能割合」という。）を限度として本新
株予約権を行使することができる。

① 割当日から4年が経過する日までに8.53インドルピー（INR）以上の金額となった場
合：30％

② 割当日から7年が経過する日までに14.50インドルピー（INR）以上の金額となった場
合：70％

③ 割当日から7年が経過する日までに25.60インドルピー（INR）以上の金額となった場
合：100％

なお、本新株予約権の割当日後、slice社が普通株式について株式の分割又は併合を行う
場合には、上記条件の各目標株価について、第4項第(1)号に準じて調整するものとし、調
整により生じる1インドルピー未満の端数は切り上げる。調整後の目標株価の適用時期
は、第1項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。

上記条件に係る目標株価の達成状況を判定するためのslice社の普通株式の時価は、下記
に掲げる定めに基づいて決定されるものとする。但し、当社が保有するslice社の株式の
全部を第三者に譲渡した場合その他slice社を当事者とする合併等に伴い当社が保有する
slice社の株式の全部を第三者に承継させた場合には、slice社の株式の対価として当社が
交付を受けるslice社の普通株式1株当たりの対価の額に基づいて上記条件に係る目標株価
の達成状況を判定するものとする。



 
① slice社の普通株式が国内外の金融商品取引所に上場している場合：当該金融商品取引

所におけるslice社の普通株式の普通取引の毎日の終値
② slice社の普通株式が国内外の金融商品取引所に上場していない場合：slice社の普通株

式に係る新株発行又は自己株式処分の払込金額又はslice社の普通株式を対象とする売
買取引に係る売買金額（但し、当該時点におけるslice社の普通株式の株式価値よりも
著しく低い又は著しく高いと認められる価格で取引が行われた場合を除く。）。

なお、直前のslice社の普通株式に係る新株発行又は自己株式処分あるいはslice社の普
通株式を対象とする売買取引が実施された日から6か月間が経過している場合におい
て、当社が当社及びslice社から独立した第三者算定機関を起用した場合には、当該第
三者算定機関によるslice社の普通株式に係る株式価値算定の結果をもって、目標株価
の達成状況を判定するものとする。(注)

(注)当社による独立した第三者算定機関の起用については、slice社の普通株式の時価
を把握すべき必要性等の個別の状況に応じて、当社の取締役会において適切に判断す
る。なお、本新株予約権を保有する取締役が存在する場合には、利益相反の疑義を避
けるため、法令上可能な範囲で、当該取締役は取締役会の審議及び決議には参加しな
い方法によることとする。

(2) 権利者は、割当日から4年間が経過する日又は権利行使時のいずれか早い日までの間にお
いて、当社又は当社の子会社（会社法第2条第3号に定める当社の子会社を意味し、以下単
に「子会社」という。）の取締役、監査役、執行役員若しくは使用人又は顧問若しくは社
外協力者のいずれかの地位を有していることを要する。但し、定年又は会社都合による退
任又は退職（当社又は子会社が再任しないことによる任期満了による退任を含む。）、その
他取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

(3) 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第7項各号
に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行
使は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(4) 本新株予約権の行使は権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡し、本新株
予約権が相続された場合、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

(5) 本新株予約権の行使は1新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認
められないものとする。

       
7.  当社が本新株予約権を取得することができる事由

当社は、以下の各号に基づき本新株予約権を取得することができる。当社は、以下の各号に
定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別途定める
日においてこれを取得するものとする。また、当社は以下の各号に定める取得の事由が生じ
た本新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の
決議により取得する本新株予約権を決定するものとする。
(1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若

しくは新設分割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを
総称して「組織再編行為」という。）、本新株予約権の目的である種類の株式の内容として
当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて



の定めを設ける定款変更、本新株予約権の目的である種類の株式についての株式の併合
（当該株式に係る単元株式数に株式の併合割合を乗じて得た数に１に満たない端数が生ず
るものに限る。）、又は特別支配株主による株式売渡請求について、法令上又は当社の定款
上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議に替えて総株主の同意が必要である場
合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合には、取締役会の決議）が行わ
れたときは、当社は本新株予約権を本新株予約権１個当たり払込金額と同額又は本新株予
約権の時価のいずれか低い金額で取得することができる。

(2) 権利者が権利行使をする前に、上記6.に定める規定により本新株予約権の行使ができ
なくなったときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で
取得することができる。
① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合
② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又

はその役員若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した
場合。但し、当社の書面による事前の承認を得た場合を除く。

③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合
④ 権利者が当社又は子会社に対して重大な損害又はそのおそれをもたらした場合その他

本新株予約権を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと取締役会
が認めた場合

⑤ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課
の滞納処分を受けた場合

⑥ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若
しくは小切手が不渡りとなった場合

⑦ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立
があった場合

⑧ 権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会
屋、その他暴力、威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人
を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らか
の交流若しくは関与を行っていることが判明した場合

⑨ 権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合
 

(4) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役、執行役員若しくは使用人又は顧問
若しくは社外協力者の身分を有する場合（本新株予約権発行後にかかる身分を有するに
至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は、
未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。
① 権利者が当社又は子会社の使用人の地位から懲戒解雇された場合
② 権利者が取締役若しくは監査役又は執行役員としての地位から解任された場合
③ 権利者がその責めに帰すべき事由により顧問契約、業務委託契約その他の継続的な

取引関係を解除され、顧問又は社外協力者としての地位を喪失した場合

8.  行使手続
本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額
を支払わなければならない。

 



9.  本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。

 
10.  新株予約権証券

本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。
 
11.  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項
本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17  
条第1項に従い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果1円未満の 
端数を生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本
金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

 
12.  組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が組織再編行為をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前時点において残存
する本新株予約権の権利者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イから
ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の次の各号に定める内容の新株予
約権を交付する。但し、以下の条件に合致する再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、
吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計
画において定めた場合に限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。
(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、第1項に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、第4項で定められる行使価額を調整して得られる再編
後行使価額に、第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の
株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
第5項に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発
生日のうちいずれか遅い日から、第5項に定める新株予約権を行使することができる期間
の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金及び資本準備金に関す
る事項
第11項に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限
新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主
総会）の承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の行使の条件
第6項に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得条項
第7項に準じて決定する。



 
13.  本新株予約権を行使した際に生じる1株に満たない端数の取り決め

本新株予約権の行使により権利者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合には、
これを切り捨てるものとする。かかる端数の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

 
14.  本新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

当社の取締役　　 　　　　４名　1,836,000個
当社のグループ執行役員　 ２名　1,326,000個

以　上


